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＜報告＞

抄録
我が国の高齢化は世界に例を見ない速度で進展している一方で，生産年齢人口は減少の一途を辿っ

ており，介護分野においても慢性的な人手不足が大きな課題となっている．厚生労働省はこのような
問題意識を背景に，介護分野における生産性向上に資するガイドラインの策定をはじめ，調査研究事
業や研修会の開催等を通じて，介護現場の生産性向上に向けた取組を推進している．生産性向上に向
けた取組は様々考えられるが，なかでも大きな期待を寄せているのが，介護ロボットやICTに代表さ
れるテクノロジーの活用である．これまで国や自治体は，導入補助金といった経済的な側面を中心
に介護現場へのテクノロジー導入を支援してきたが，近年，せっかく導入されたテクノロジーが介
護現場で有効に活用されず，“倉庫で眠っている“という実態が明らかになりつつある．そこで本稿で
は，テクノロジーの導入活用支援およびテクノロジーの開発支援を目的として令和２年度から実施さ
れている「介護現場の生産性向上に向けた介護ロボット等の開発・実証・普及広報のプラットフォー
ム事業（厚生労働省）」に着目し，事業内容を概説するとともに，現在までの取組から得られたいく
つかの事例について考察する．具体的には，介護現場におけるテクノロジーの導入活用プロセスを外
部支援者が伴走的に支援する取組や複数の専門機関や有識者が連携し開発企業を支援する仕組みであ
る．本稿が，当該分野の研究者および介護現場や開発企業に従事する多くの方の目に触れ，介護現場
の生産性向上に少しでも貢献できれば幸いである．
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高齢者介護の質向上にむけた動向：切れ目のない支援を
―アクティブ・エイジングとウェルビーイング―
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I．はじめに

1．介護現場を取り巻く環境
日本においては，高齢者の介護を社会全体で支え合う

仕組みとして介護保険制度が運用されている．介護保険
の基本的な考え方としては，大きく 3 つある．1 つ目は
自立支援である．これは，単に介護を要する高齢者の身
の回りの世話をするということを超えて，高齢者の自立
を支援することが理念であることを意味している．2 つ
目は，利用者本位である．これは，利用者の選択によ
り，多様な主体から保健医療サービス，福祉サービスを
総合的に受けられる制度であることを意味している．3
つ目は，社会保険方式である．これは，給付と負担の関
係が明確な社会保険方式を採用していることを指してい
る．介護保険制度では，寝たきりや認知症等で常時介護
を必要とする状態（要介護状態）となった場合，又は家
事や身支度等の日常生活に支援が必要で，特に介護予防
サービスが効果的な状態（要支援状態）となった場合に，
介護の必要度合いに応じた介護サービスを受けることが
できる．この要介護状態や要支援状態であることを判定
する仕組みとして，要介護認定制度といった制度が設け
られている．この制度で認定を受けた要支援・要介護
認定者数は，介護保険制度創設当初の平成 12 年は全国
で 256 万人であった．それ以降は毎年増加しており，令
和4年3月末には690万人で，当初の認定者数から434万
人も増加している．これに伴い，サービス受給者数（1

カ月平均）についても介護保険制度創設当初の 184 万人
から増加傾向であり，令和 3 年度においては，当初の約
3 倍である 589 万人となっている．また，給付費につい
ても同様に増加しており，介護保険制度創設当初の 3 兆
2,427億円に対し，令和3年度の累計では10兆4,317億円
となっており，7 兆 1,890 億円も増加している状況であ
る[1]．このような数字の変化から，介護に対する需要
が年々高まっていることが伺える．

需要が高まっていることに対し，供給面の介護サービ
スを提供する人材はどのような状況であるのか，まずは
日本の人口構造を見ていきたい．日本の総人口は，平
成 23 年以降，13 年連続で減少しており，令和 5 年 10 月
1 日現在は，1 億 2435 万 2 千人で前年に比べ 59 万 5 千人
減少している．総人口のうち，15 ～ 64 歳の生産年齢人
口は7395万2千人で前年に比べ25万6千人減少している．
この減少状況は今後も続くことが見込まれており，総
人口に占める割合についても低下が見込まれている[2]．
このように国内の生産活動の中心となって支える人口は
減少している状況であり，日本全体で人材不足が懸念さ
れている．介護現場も例外ではない．まずは介護関係職
種の有効求人倍率を見てみたい．全業界の有効求人倍率
に比べ，介護関係職種の有効求人倍率は近年高い水準が
続いている．令和元年から令和 3 年にかけては新型コロ
ナウイルス感染症の影響により，倍率は一時低下傾向で
あったが，令和 4 年には 3.71 倍と上昇に転じており，全
業界の倍率 1.16 と比べても高い水準であることがわか
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る[3]．次に，実際の介護現場が感じる人材に関する不
足感について見ていきたい．公益財団法人介護労働安定
センターが公表している令和 4 年度介護労働実態調査結
果[4]によると，介護サービスに従事する従業員の過不
足状況について，回答全体の約 66％が不足感を感じて
おり，これは令和 2 年から増加傾向となっている．この
ように現時点においても人材が不足していることが分か
るが，将来的にみてもこの状況が拡大していくことが危
惧される．厚生労働省において，将来的な介護職員の必
要数[5]が公表されているが，令和 7 年度においては，約
243 万人の職員が必要とされており，令和元年に実際に
従事していた職員数約 211 万人と比べると，新たな職員
が約 32 万人必要とされている状況である．令和 22 年度
においては，約 280 万人の職員が必要とされており，令
和元年と比べると，新たな職員が約 69 万人必要になる
と見込まれている．

このような現在及び将来的な人材不足に対して，国は
総合的な介護人材確保対策を実施している．ここでは
主な対策である 5 つの取組を簡単に紹介する．1 つ目は，
「介護職員の処遇改善」である．こちらでは，介護職員
の収入を 3％程度（月額 9,000 円）引き上げるための措
置等の取組を実施している．2 つ目は，「多様な人材の
確保・育成」である．こちらでは，多様な人材層の参入
促進や介護助手等の普及促進等を実施している．3 つ目
は，「介護職の魅力向上」である．こちらでは，民間事
業者によるイベント，テレビ，SNSを活用し，介護の仕
事の社会的評価の向上を図る等といった取組を実施して
いる．4つ目は，「外国人材の受け入れ環境整備」である．

こちらでは，特定技能等外国人介護人材の受け入れ環境
の整備として，介護技能向上のための集合研修，介護の
日本語学習支援等を実施している．5 つ目は，「離職防
止，定着促進，生産性向上」である．こちらでは，介護
ロボット・ICT等のテクノロジーの活用推進や生産性向
上ガイドラインの普及等を実施している．

ここまで紹介したように，介護に対する需要が高まる
一方，介護サービスを提供する人材は不足しており，こ
の状況は将来的に拡大していくことが見込まれている．
そのため国においては，総合的な人材確保対策を実施し，
介護サービスを持続的に提供できるよう努めているとこ
ろである．

2．生産性向上関連政策の動向
(1)	介護サービスにおける生産性向上について

平成29年5月，内閣府は製造業の生産性向上・ノウハ
ウを活用することで，小売業やサービス業の生産性向上
を目指す「生産性向上国民運動推進協議会」[6]を発足
した．この協議会は介護分野を含むサービス産業におけ
る生産性向上の取組を普及推進することを目的として開
催され，各産業における様々な取組事例が紹介された．
このなかで，安倍元首相からは「働き方改革とともに生
産性向上のための改革と人づくりのための改革に一体的
に着手していきます．」との発言があり，「生産性向上」
を合言葉に各産業で取組を積極的に推進することが宣言
された背景がある．

これを受け厚生労働省では，平成 31 年 3 月に「介護
サービス事業所における生産性向上に資するガイドライ

図1　介護サービスにおける生産性向上[7]

図2　介護サービス事業における生産性向上ガイドライン
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ン」を策定した．このガイドラインの策定においてもっ
とも議論に時間を割いたテーマのひとつが，介護分野に
おける生産性向上の考え方であった．人が人にケアを提
供する介護現場において，生産性向上とは何を意味する
のか．一般的なInput ／ Outputで示される生産性が介護
分野に馴染むのか．有識者委員会では様々な見地から活
発に意見が交わされた．その結果，このガイドラインで
は一般的な生産性向上の捉え方と視点を変え，「一人で
も多くの利用者に質の高いケアを届ける」という介護現
場の価値を重視し，介護サービスの生産性向上は「介護
の価値を高めること」と定義している．

このように，介護分野において生産性向上を考える場
合には，一般的な業務の効率化や合理化を念頭に置いた
考え方とは異なる点を踏まえる必要がある．
(2)	介護サービス事業における生産性向上ガイドライン
について
先述の通り「介護サービス事業における生産性向上ガ

イドライン」は，平成 30 年度に策定されて以降，改訂
や自治体向けのガイドラインの追加等が行われてきた．
より理解を深めるためのツールとして，厚生労働省では
ガイドラインを核とするE-ラーニング動画教材や取り組
み事例紹介資料，推進スキル研修手順書や生産性向上の
取り組みを支援・促進する手引きなどを整備している．
(3)	介護職員の働く環境改善に向けた政策パッケージに
ついて
令和4年12月，介護現場の生産性向上に向けてより踏

み込んだ政策の方向性を示すために，岸田総理大臣を本
部長とした全世代型社会保障構築本部からの指示のもと，
厚生労働省は「介護職員の働く環境改善に向けた政策
パッケージ」を発出した．介護職員の働く環境を改善す
るための施策について，3 つの柱，8 つの項目が記載さ
れており，介護現場革新会議のワンストップ窓口の設置
など，都道府県が主体となり生産性向上に資する取り組
みを促進することが期待されている．

具体的には，今後数年をかけて各都道府県に生産性向
上に関するワンストップ窓口を設置することや，介護ロ
ボット・ICT機器の導入支援，優良事業者・職員を表彰
する仕組み等が盛り込まれた．中小事業者も多い，介護
事業者の職場環境づくりを全政府的な取組と位置づけ，
自治体や事業者も巻き込んで推進することで生まれた成
果を，従業員の賃金に適切に還元することが期待されて
いる．

※ 「介護職員の働く環境改善に向けた政策パッケージ」
より抜粋[8]

＜現状の課題解決の方向性＞
1）総合的・横断的な支援の実施

①介護現場革新のワンストップ窓口の設置
②介護ロボット・ICT 機器の導入支援

2）事業者の意識変革
③ 優良事業者・職員の表彰等を通じた好事例の普及

促進
④介護サービス事業者の経営の見える化

3）テクノロジーの導入促進と業務効率化
⑤ 福祉用具，在宅介護におけるテクノロジーの導

入・活用促進
⑥生産性向上に向けた処遇改善加算の見直し
⑦職員配置基準の柔軟化の検討
⑧ 介護行政手続の原則デジタル化などを進め，生産

性向上を通じた待遇改善を図る．

また，令和 5 年度には地域医療介護総合確保基金を活
用した，介護生産性向上推進総合事業が創設された．同
事業では，有識者等が地域の介護現場における課題や
ニーズ，また対応策を包括的に検討する場として「介護
現場革新会議」の設置や，介護生産性向上総合相談セン
ターを設置し，介護ロボット等のテクノロジーの導入活
用を含む介護現場の生産性向上，業務改善に資する取組
を支援する．このセンターの具体的な取組のひとつとし
て，介護ロボット・ICT等生産性向上に係る相談窓口の
設置や人材確保・生産性向上に係る各種支援業務との連
携等がある[9] ．

なお，後述で紹介する「介護現場の生産性向上に向け
た介護ロボット等の開発・実証・普及広報のプラット
フォーム事業」は，介護ロボット等のテクノロジーの導
入活用に関する相談窓口を設置するなど，介護生産性向
上総合相談センターの前身として位置付けられる．

II�．介護現場の生産性向上に向けた介護ロボッ
ト等の開発・実証・普及広報のプラットフォー
ム事業

1．介護ロボットのプラットフォーム事業について
我が国は世界に類を見ないほど高齢化が進み介護ニー

ズが増加している一方で，労働力人口は減少しており，
多くの介護現場で人手不足の状況である．そのような環
境下において介護サービスの質を維持・向上するために
は，介護現場で働く職員の職場環境を改善，効率化し，
業界全体の生産性の向上を進めることが急務となってい
る．

このような状況の中，解決策のひとつとして，高齢者
の自立支援の促進，質の高い介護を実現に向けたICTや
介護ロボット等のテクノロジーの活用が期待されている．
これまでも，介護ロボットやICTは，介護現場の生産性
向上の取組における効果的な手段としてすでに取り組ま
れてきたが，介護現場では，「購入した介護ロボットを
うまく活用できず，倉庫に眠っている」，「現場が忙しく
業務改善になかなか取り組めない」といった声も少なく
ない．また，開発企業においても，より介護現場のニー
ズに即した製品開発を進めていくことが必要となる．今
後，さらに有効なテクノロジーの活用を推進するために
は，介護現場への介護ロボットやICT機器の周知・体験
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機会を作り出すことや，介護現場のニーズをふまえた技
術開発など，開発，実証，普及広報について必要な取組
を連携して進めていくことが重要である．

「介護現場の生産性向上に向けた介護ロボット等の
開発・実証・普及広報のプラットフォーム事業」（以下，
本事業）は，上記の問題意識のもと，地域における相談
窓口の設置，介護ロボットの評価・効果検証を実施する
リビングラボ（開発の促進機関）を含む関係機関のネッ
トワークを形成するほか，開発企業に対する実証フィー
ルドを整備することで，介護ロボットの全国版のプラッ
トフォームを構築し，開発・実証・普及広報の流れを加
速化することを目指している．今年度は，全国に 11 カ
所の相談窓口と，8 カ所のリビングラボを配置し，さら
に 1,000 以上の介護事業所から実証の協力を得て運営し
ている（図3）．
(1)	本事業の要

弊社は，本事業を厚生労働省より初年度の令和 2 年度
から受託し，事務局として中核的な役割を務めてきたが，
本事業を実施する中で，特に，①周知，②人材育成，③
ネットワーク化の3点を大切にして事業を実施してきた．

まず，周知についてであるが，相談窓口・リビングラ
ボを立ち上げてもすぐに存在が認知されることは難しく，
活用が広がるためには広報が課題であった．HPの立ち
上げ，パンフレットの作成・配布，プロモーションビデ
オの作成，国際福祉機器展（H.C.R）への出展など，積
極的に広報活動を行った．その成果もあり，徐々に本事
業の認知度は高まり，相談件数等の実績は増えていった．

次に，人材育成は，特に相談窓口の取組で課題であっ
た．相談窓口では，ニーズ・シーズ双方からの相談対応
のほか，介護ロボット導入に向けた研修会や伴走支援を
行うが，必ずしも窓口の職員が，介護現場における介護
ロボットの導入等を伴走的に支援するための十分な専門
的知見を有しているわけではない．そのため，外部の業
務アドバイザーとの連携や勉強会の実施を通じて，窓口

の職員もノウハウを学び，ニーズ，シーズ双方からの相
談についてより専門的な内容にも対応できるようにした．

最後に，ネットワーク化については，つながる場を作
る仕組みが重要である．相談窓口，リビングラボでの勉
強会や定期会議の実施に加え，シーズとニーズを繋ぐこ
とを目的に，相談窓口・リビングラボネットワーク定例
会議を開催した．こうした取組により顔の見える関係が
作られ，拠点を超えて相談しやすい関係性や，各拠点の
対応力が強化されてきた．

2．相談窓口の活動
全国に設置されている相談窓口では，介護サービスの

質の向上や生産性向上を促進するため，介護事業所や開
発企業に対して下記のような支援を行っている．
(1)	相談対応

介護事業所と開発企業の双方からの相談を受け付けて
いる．介護事業所からの相談内容は「介護ロボットに
ついての情報収集」「介護ロボット導入方法全般に関す
る相談」「利用可能な購入補助金や基金等についての相
談」等であり，介護ロボットの導入が具体化されていな
い相談者が多い．介護ロボットの導入においては，事業
所の課題と機器が合っていないことによって，効果的に
活用できていないケースがあるため，相談員はフェイス
シートを活用し，相談者の潜在的な課題を深堀りした上
で地域の活用事例や機器の紹介を行っている．開発企業
からの相談内容は「介護ロボットの普及方法に関する相
談」「本事業についての情報収集」「介護ロボットの開発
に関する相談」等である．相談窓口でも補助金の情報や
事例の紹介は行っているが，機器の安全性の評価や介護
現場での実証等，開発面で専門的な対応が必要な場合は，
リビングラボネットワークに取り次ぐことで，介護現場
のニーズに合った機器開発の支援を行っている．
(2)	体験展示

相談窓口が設置されている地域の介護事業所からの関

図3　介護ロボットのプラットフォーム事業のイメージ
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心が高い介護ロボット・ICTの常設展示場を整備し，機
器を実際に体験できる機会を提供している．一度に複数
の機器の機能や操作性を確認することができるため，介
護ロボットの活用を初めて検討する介護事業所は，市場
にどのような介護ロボットがあるのか，自事業所で使え
そうな介護ロボットがあるのか，情報収集をすることが
できる．
(3)	試用貸出

介護ロボット・ICTの導入にあたっては，本格導入前
に一定期間，試行的に導入することで想定していた効果
が得られそうか，事業所の環境で問題なく試用できるか
確認を行うことが重要となる．このために，介護事業所
が様々な介護ロボット・ICT機器を無料で試用できるよ
う，開発企業との取次を行っている．
(4)	研修会

多くの地域では，介護現場の生産性向上や介護ロボッ
ト活用の機運向上から始めることが必要となる．このた
め，同地域の事業者から業務改善に取り組んだ効果や苦
労した点，工夫について生の声を取組事例として紹介し
たり，生産性向上や介護ロボットに取り組む意義や導入
手順に関する講演を行っている．また，介護ロボット活
用に取り組み始める事業所は，課題の見える化でつまず
きやすいことから，個々の介護事業所の課題の見える化
するワークショップも開催している．
(5)	伴走支援活動

改善活動に取り組む過程では，業務の手順を変えたり，
新しく導入した機器の使い方を覚える等の試行錯誤によ
り，一時的に生産性が下がると言われている．この過程
で取組が頓挫してしまうと，期待していた効果が得られ
ないため，介護ロボットの導入経験がある業務アドバイ
ザーが現地訪問等を通じて介護事業所を伴走的に支援す
る取組を行っている．また，これらの活動によって地域
でベンチマークとなる事例を創出することも意図してい
る．
(6)	協議会

相談窓口の活動において，行政や地域の関連団体との
連携が不可欠である．周知面での連携や，行政や関連団
体が主体で行っている生産性向上に関連する取組との連
携を行うために，地域の生産性向上に関連する動向を共
有する会議体を開催している．

3．介護現場のテクノロジー活用事例：見守り支援機器
を活用した運動特化型半日デイサービスの効果の見え
る化
相談窓口による伴走支援を通じて，介護テクノロジー

をサービスの質の向上に活かした事例を紹介する．以下
に紹介する事例は，富山県の相談窓口とやま介護テクノ
ロジー普及・推進センター（以下，センター）が，令和
5 年度介護ロボットプラットフォーム事業の中で実施し
た内容である．
(1)	地域密着型通所介護「フィットリハふちゅう」につ

いて
今回テクノロジー活用に取組んだ事業所は，創業 40

年となる株式会社アピアスポーツクラブの子会社として
平成 22 年に設立された株式会社アピアウエルネスが運
営する地域密着型通所介護施設である「フィットリハふ
ちゅう」（開設：平成 27 年，定員 15 名）である．同法
人の職員は，出身母体であるスポーツクラブ・インスト
ラクターとして，利用者（要支援 1 ～要介護 3）の「元
気力アップ」や「生きがいの創造」を目指し，1 回あた
り 180 分間の運動・リハビリに特化したサービスを提供
している．
(2)	テクノロジーの選定と導入に向けた準備

テクノロジーの選定にあたっては，事業所の課題に
合った機器を選定することが重要となるが，在宅介護に
おいては，介護テクノロジーの活用事例が限られており，
どのような機器が現場で活用できるのか，事業所側にイ
メージがつきづらい状態であった．そこでまず，伴走支
援者であるセンターの業務アドバイザーが，法人の経営
層から運営理念や現場の課題について聞き取りを行った．
その上でセンターのテクノロジー展示場に来場してもら
い，実際に機器を見ながら業務アドバイザーと意見交換
を行うことで，当該事業所で活用できそうな機器がない
か，検討を行った．ディスカッションの結果，見守り支
援機器を活用して利用者のバイタルデータをリアルタイ
ムにモニタリング・評価することができれば，サービス
の質の向上に役立てることができるのではないか，とい
う仮説に至り，見守り支援機器として「VitalVoiceオン
ライン自動モニタリングシステム」（株式会社バイタル
ヴォイス製）を選定した．同機器は，腕時計型のウェア
ラブル端末を利用者に装着することで，血圧・脈拍・血
中酸素・体温を 2 分毎（体温のみ 4 分毎）に連続自動収
集するとともに，閾値を超えた場合にアラートを出すこ
とができる機器である．次に，介護現場への導入に向け
た準備を行った．この際，課題解決に向けた取組を事業
所，センター，メーカーが協働で取り組めるよう，プロ
ジェクトチームを組識した．主な準備内容は，評価デザ
インの検討，機器の設定・取り付け，利用者への説明等
であったが，本取組では利用者に機器を直接装着するた
めの説明と同意は，日頃より利用者との信頼関係がある
事業所の職員が丁寧に実施し，本機器を活用することに
対する了解を獲得していった．
(3)	機器の導入とサービスの評価

一定期間，機器を活用することで利用者のバイタル
データをモニタリングしながらサービスを提供した．利
用者はトレーニング中に機器をしばしば見ており，表示
される自身のバイタルデータに興味がある様子であった．
また，職員からは，当該機器の利用による負担感はあま
りなかったという声が聞かれた．（図4）

機器を活用した後，得られたバイタルデータをもとに，
プロジェクトメンバーで振り返りミーティングを実施し
た．サービスの評価にあたっては，得られた各種データ
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をもとに，利用者の運動強度と自律神経機能（収縮期血
圧）を評価した．運動強度については，事業所は利用者
が「楽である」（ボルグスケール）と感じる30～ 40％を
想定していたが，得られたデータは 20 ～ 50％と，概ね
妥当な結果であることがわかった．このように運動量を
定量的に見える化できたことで利用者の家族やケアマネ
ジャーに対してサービスの効果を説明することができる
ようになり「やはり効果的なリハビリや運動が出来てい
るんですね」などの声が聞かれた．このような声が職員
のモチベーション向上にもつながった．また，収縮期血
圧については，機器を活用して継続的に測定できるよう
になったことで，運動中止の判断をより正確に行うこと
がでるようになった，変化のパターンから傾聴・声掛け
等のストレス・メンタルヘルス支援に活かすことができ
た等の効果があった．
(4)	今後求められる支援

在宅介護の現場においては，介護テクノロジーの活用
事例があまり聞かれないが，現場では課題を認識してお
り，これらの課題の中にはテクノロジーを活用すること
で解決に至るケースも十分あると考えられる．テクノロ
ジーはあくまで解決手段の一つではあるものの，このよ
うな課題を引き出し，課題にあった機器とのマッチング
を支援することが，今後相談窓口に求められる．

4．リビングラボの活動
(1)	リビングラボについて

介護ロボットの開発において，開発企業が技術を起点
としてシーズドリブンで開発を進めた結果，介護現場の
ニーズに合致しない製品や，使用者である介護者や被介
護者が使いづらい製品等が開発され，意図した効果を発
揮することができないといった課題がある．本事業では，
この課題を解決するため，開発企業が開発の早い段階か

図4　Vital Voice活用の様子

図 6　自立神経機能の評価結果例

図5　運動強度の評価結果
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ら介護者・被介護者を巻き込み，フィードバックを得な
がら，介護現場のニーズに合致する製品を開発すること
を目指し，リビングラボが設置されている．

一般に，リビングラボとは，実際の生活空間を再現し，
利用者参加の下で新しい技術やサービスの開発を行う活
動拠点を指す．介護分野におけるリビングラボは，大き
く研究開発型，実証型に分けられる．前者は，実験室内
にベッドやトイレ等の模擬生活環境と各種試作機器や計
測機器を有し，開発中の機器の工学的な評価を行うこと
を強みとしたリビングラボである．また後者は，実際の
介護施設を有し，その利用者や職員を対象として，試作
品の使用効果の実証実験を行うことを強みとしている．

本事業においては，上記の研究開発型，実証型のいず
れか，もしくは双方の特徴を持つリビングラボを全国に
8 か所設置している．各リビングラボはその設備に加え，
所属する専門家の研究内容や本事業外の取組で得られた
知見等を活用しながら，それぞれが有する強みに応じて，
開発企業に対する支援を行っている．

また，本事業では，これら特有の強みを有するリビン
グラボがネットワーク化されることにより，複数の開発
上の課題を抱える開発企業や，単独のリビングラボでは
対応することが難しい課題に対しても，リビングラボ同
士が相互に連携して対応を行うことが可能となっている
（図 7）．例えば，介護現場での実証実験に強みを有す
るリビングラボにおいて，実験計画の検討を行ったとこ
ろ，機器の安全性担保が必要であることが分かった場合
が考えられる．このような場合は，リスクマネジメント
に強みを有する別のリビングラボに開発企業を取り次い
で，取次先のリビングラボにおいてリスクの洗い出し，
評価及び対策を検討するといった対応が考えられる．
(2)	リビングラボの活動内容

本事業では，リビングラボは開発企業からの相談に対
して，相談対応，ラボ検証，実証の 3 種類の支援を行っ
ている．

相談対応とは，機器の持ち込みを伴わない，ディス
カッションを中心とした支援である．特に近年では，開

発企業が具体的な開発に着手する前のアイデア・コンセ
プトの段階において，解決すべきニーズの特定・明確化
や，コンセプトのブラッシュアップを目的とした相談が
増加傾向にある．開発の早い段階でリビングラボに相談
を行うことは，介護現場の課題解決に資する機器開発に
つながる可能性が高く，開発の手戻りによる研究開発費
の抑制にもつながりうると考えられるため，良い傾向で
あると捉えられる．開発企業には，なるべく早い段階で
リビングラボに相談を行っていただきたい．また，開発
中の機器のみではなく，既に販売直前になっている製品
や販売済みの製品に関する販売・マーケティング面での
相談や，販売済みの製品の改良に関する相談も受け付け
ている．

ラボ検証とは，リビングラボが有する模擬環境や計測
機器等を活用して，介護ロボットの製品評価を行う支援
である．介護ロボットはヒトを対象とした製品である．
そのため，実際の介護者・被介護者を対象とした実証実
験を行う前に，安全性が確保された模擬環境や，試作品
の扱いに習熟したリビングラボの専門家の知見等を活用
し，可能な限り安全性を担保することが必要である．ま
た，安全な試作品であっても，実証実験における介護現
場の負担を軽減し，効果的な実証実験を行うためにも，
ラボ検証を活用し，実証実験で明らかにしたい事項を明
確化する必要がある．

実証とは，製品化後に機器が使用される環境と同様の，
実際の介護施設や実際の対象者である高齢者，介護職員
等を対象として機器を使用し，フィードバックやデータ
を得る取組である．リビングラボは，実証に関連して，
効果的な実証計画の策定や，適切な実証先の探索・選定，
実証に係る倫理審査に関する支援等を行っている．実証
先の探索・選定にあたっては，各リビングラボが保有も
しくはネットワークを有する介護現場が活用されている．
このほか，公益財団法人テクノエイド協会が実施してい
る，「開発・実証フィールドの募集」[11] にて募集された，
全国およそ 1,400 カ所の介護施設等からなる実証フィー
ルドから，実証目的に合致した実証先候補を選定するこ

図7　リビングラボネットワークによる連携のイメージ[10]
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とが可能である．

5．ニーズ・シーズマッチング支援事業
(1)	ニーズ・シーズマッチング支援事業の目的

本事業では，介護現場における課題（ニーズ）と，介
護ロボット開発に携わる企業や，センシング・制御・駆
動等の要素技術を有する企業（シーズ）とのマッチング，
シーズ同士のマッチングを支援し，開発企業自身に介護
現場のニーズを踏まえた機器開発に関する気づきをあた
えること，介護現場のニーズを踏まえた機器開発を促進
することを目的として，ニーズ・シーズマッチング支援
事業を実施している．
(2)	ニーズ・シーズマッチング支援事業の活動内容

ニーズ・シーズマッチング支援事業では，応募（エン
トリー）いただいた開発企業に対して，開発企業が抱え
る課題をヒアリングしたうえで，主に以下 1）～ 3）の
3つの支援を実施している（図8）．
1）ニーズリストを介したニーズの紹介，取次

本支援では，介護現場の真のニーズを汲み取った介護
ロボットの開発を促進するために，全国の介護現場から
寄せられた様々な課題と，開発企業とのマッチングを支
援している．支援の流れは以下のとおりである．

まず，施設及び在宅の介護現場における様々な課題
を収集，整理し，ニーズリストとしてWEBページ上に
公開した．さらに，ニーズリストの各ニーズに対して，
介護現場及びロボット技術等に知見を有する専門家を
「マッチングサポーター」として配置した．

開発企業は，上記のニーズリストを参照し，自社技術
を用いて解決したい課題や，より深堀を行いたい課題を
選択する．その後，開発企業と，各ニーズを担当するマッ
チングサポーターとの面談を実施し，対象のニーズに関
して議論を行う．

なお，公開されているニーズリストについて深堀を行
うだけでなく，あらかじめ開発企業が想定しているニー
ズについて，そのニーズに専門性を有するマッチングサ

ポーターを選定し，相談を行うといった対応も可能であ
る．今後，開発企業にとって，自社が想定するニーズに
詳しいマッチングサポーターを選定しやすいよう，マッ
チングサポーター一覧の公開方法を見直していく．
2）実証・検証に関わる相談及びフィールド（介護施設・
リビングラボ等）の紹介
本マッチング支援では，リビングラボへの相談を通じ

て，介護施設や模擬環境等のフィールドを開発企業に紹
介し，介護現場のニーズや製品に関する意見収集，効果
の検証を支援している．適切なリビングラボの選定が困
難な開発企業に対しては，事務局が開発企業の課題を整
理し，適切なリビングラボを提案している．

なお，ニーズ・シーズマッチング支援事業にて実施し
ている 3 種類の支援において，本支援の実施割合が最も
高い．このことから，介護現場に開発中の機器を持ち込
み，効果を検証したい，利用者の意見を反映させたいと
考えている開発企業が多いことが推察される．
3）製品，技術を有する開発企業，製品の普及・活用促
進を行う企業の紹介，取次
本マッチング支援では，開発企業同士のマッチング，

および開発企業と製品の販売・アフターサービスを行う
企業のマッチングを行っている．

前者は，「介護ロボット開発企業が求めている要素技
術」と，「要素技術を有する企業が紹介したい技術」を
照らし合わせ，マッチングした企業同士の協業を促す仕
組みである．社会的意義の大きさや，市場の成長性等か
ら，介護分野を新規参入先として検討している要素技術
企業は多く，様々な分野の企業から本マッチング支援の
要望が挙がっている．

後者については，多くの開発企業が，製品の販売・拡
大に課題を感じていることがわかっている[13]．これを
解決するために，開発企業が有する製品の分野・特徴と，
販売・アフターサービス企業等が有する販売網等を照ら
し合わせ，マッチングを行っている．
4）マッチング検討会

図 8　ニーズ・シーズマッチング支援事業で実施する支援[12]
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ニーズ・シーズマッチング支援事業では，上記 1）～
3）の支援の他，様々な分野に知見を有するマッチング
サポーターのネットワークを活かし，個別の開発企業の
課題を解決することを目的として，マッチング検討会を
組成，年度内に 3 回実施している．マッチング検討会に
おいては，約 30 名のマッチングサポーターに参加をい
ただき，エントリーいただいた各開発企業の機器の概要
と課題に対して，複数の視点から助言をいただいている．
5）介護分野の歩き方

介護分野に新しく参入することを検討している企業に
とって，介護保険制度やニーズの捉えにくさが参入障壁
となっていることが明らかとなった[13]．

これを解決するために，介護現場の生産性向上，介護
ロボットの開発支援に関する政策動向や，介護保険制度
の概要，介護ロボット開発の進め方，介護ロボットの
事業化の事例等を動画コンテンツとし，「介護分野の歩

き方」として一覧化，WEBページにて公開している[14]．
また，施設介護，在宅介護それぞれについて，代表的な
介護動作を動画として公開している．これにより，有力
な技術を有する企業が介護分野に参入し，介護現場の課
題解決に資する機器開発につなげることを目指している．

6．開発企業への支援事例
(1)	本事業の開発企業支援が目指す成果

開発企業が，介護現場の課題解決に資する機器の開発
を効果的に進めるためには，開発の過程で発生する様々
な課題について，それぞれの課題に関して専門的知見を
持つ有識者から協力を得たり，複数の視点から多面的な
意見を得たりすることが必要である．

本事業では，事業開始から 5 年目となり，あらゆる開
発の過程において支援をする仕組みと，様々な分野に知
見を有するリビングラボ，マッチングサポーター等の

図9　本事業における開発企業支援が目指す成果のイメージ

表 1　複数のリビングラボが支援を行った事例[10]

相談者
・ 主な事業内容：分析装置等の製造・販売
・ 開発中の機器：ADLを簡便に評価・記録することができるアプリを開発中．
・ 開発フェーズ：企画・調査段階

相談内容

・ 大学と共同研究し，開発を行っている外国人介護人材向けアプリのコンセプトについて，介護現
場の声を聞きたい．

・ 将来，LIFEとの連携を見据えており，現在のLIFEへの入力方法や提出方法，フィードバックの
内容等を知りたい．

リビングラボ①（Future Care 
Lab in Japan）での対応内容

現在のLIFEへのデータ送信方法，フィードバックの内容，介護現場におけるフィードバックデー
タの活用方法等を伝達した．この打ち合わせには研究員でケアマネジャーの有資格者が同席した．
また，介護職員にアプリのコンセプトを伝え，使用感等意見をヒアリングした．

連携の経緯・理由 異なる介護現場の意見も聞きたいとの要望から，国立長寿医療研究センター（以下，長寿研）を紹
介した．

リビングラボ②（長寿研）で
の対応内容

長寿研から，ヒアリング・実証を行える介護施設があることを伝えた．
愛知県内の協議体を通じて，企業側の希望する条件に合う複数の施設に依頼し，その中から数ヶ所
より承諾が得られた．今後ヒアリングを実施する予定．

連携の結果 複数のリビングラボおよび介護現場から得られた多面的な意見を参考に，相談者側で開発コンセプ
トの再検討，複数介護施設での実証実験の計画を立てることができた．
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ネットワークが形成された．今後は，より企業の効果的
な開発を支援し，介護現場の課題解決に資する機器を生
み出すために，本事業の様々な支援，ネットワークや，
本事業外（ロボット介護機器開発等推進事業[15]等）の
取組を活用し，開発，販売，普及を進める事例の創出を
目指している（図9）．
(2)	開発企業への支援事例

上記の成果のモデルとなる事例として，複数のリビ
ングラボによって支援を行った事例を紹介する（表 1）．
この事例においては，複数のリビングラボおよび介護現
場から得た多面的な意見をもとに，開発企業において開
発コンセプトのブラッシュアップ，実証計画の立案を行
うことができた．
(3)	上記の成果，事例を創出するための工夫

上記のような成果，事例を生み出すためには，本事業
に参画する相談窓口やリビングラボが，企業の抱える開
発上の課題に応じて適切なリビングラボに取次を行える
よう，他のリビングラボの特徴や強みを理解することが
重要である．このため，各リビングラボの対応可能事項
や強みをまとめた資料を作成し，相談窓口・リビングラ
ボ間で共有を行っている．また，各リビングラボのプロ
モーションビデオ作成や，WEB見学会等も実施し，相
互理解を深めている．さらに，年度内に 3 回行われるリ
ビングラボネットワーク定例会議においては，企業に対
する相談対応事例の共有や，本事業外で各リビングラボ
が取り組んでいる研究内容の共有を行っている．

本年度は，事業内でのより効果的な連携を促すため，
過年度は独立して実施していたリビングラボネットワー
ク定例会議とニーズ・シーズマッチング検討会を一体的
に運営していく．

III．おわりに

介護分野における深刻な人手不足を背景に，厚生労働
省は介護ロボット等のテクノロジー活用をはじめとする
生産性向上の取組を普及することを目的に，令和 2 年度
より介護ロボットのプラットフォーム事業を展開してき
た．この事業は，介護現場からの介護ロボットの導入活
用等に関する相談を受け付ける相談窓口や専門家派遣，
開発企業からの技術開発や実証試験等に関する相談を受
け付けるリビングラボネットワークなどの設置・運営の
支援，管理を担う．令和 2 年度からこれまでの 4 年間の
取組を通じて，様々な関係機関を巻き込んだネットワー
クが構築され，併せて，介護現場や開発企業における成
功事例が創出された．これらのネットワークや成功事例
は今後，地域医療介護総合確保基金を活用した「介護生
産性向上推進総合事業」等，都道府県が主体となる取組
の加速に向けて大きなヒントとなり得る．
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